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ステーブルコイン トークン化預金

定義等
法定通貨を対価としてブロックチェーン
上に発行されるコイン（トークン）

預金者及び残高のデータをブロックチェー
ン上で管理するもの

発行体
・資金移動業
・信託銀行/信託会社

銀行

価値の裏付け 準備資産（預金・国債等の安全資産） 銀行の資産

特徴

・一般的に転々流通を想定
・AML/CFTへの工夫が必要
・預金保険の対象外
・利息の付与が不可

・移転時に預金であることの制約を伴う
・AML/CFTは銀行として一定の水準が確保
・預金保険の対象
・利息の付与が可

（注）発行スキーム等の個別の事情により、特徴が異なりうる点に留意が必要。

ステーブルコインとトークン化預金の比較
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ステーブルコイン トークン化預金

日本の動向

• 資金決済法において制度を整備（2023.6）

• 円建てのJPYCの提供開始（2025.10）

• ３メガバンクが共同発行の実証実験

• SBI新生信託銀行がJPYSCを提供開始
（2026.6）

• 一部の銀行で提供・提供予定。地域通貨の発行例も

• ディーカレットのシステムによるGMOあおぞらネット
銀行やゆうちょ銀行のトークン化預金の発行・検討

• 北國銀行がトークン化預金の地域通貨「トチカ」を発行

米国の動向

• GENIUS法が成立（2025.7）

• 世界のステーブルコイン取引の大半はドル
建てのコイン（USDT、USDC）

• 大手銀行で提供・提供予定

• JPMorganが機関投資家向けにトークン化預金の取組み
を開始（2019）

• 電機大手Siemensはリアルタイムの国際送金を可能とす
るCitiのサービスをキャッシュマネジメントに活用

英国の動向

• 2026年中の最終化を目指し、BoE・FCAが
ステーブルコイン規制案を公表（2025）

• FCAの規制サンドボックス下で、選定事業
者がステーブルコインの発行を検討

• 主要国の大手銀行がBoEの中銀当座預金（ポンド建て）
を裏付けに発行されたトークンを用いた銀行間決済を実
現（Fnality）

• 大手銀行が共同でトークン化預金の実証実験（GBTD）
を開始（2025.9）

EUの動向
• 規制枠組み（MiCA）を整備（2024.12）

• ユーロ建てを含む発行例が登場

• 大手銀行が検討・試験運用に着手

• ドイツ銀行がトークン化預金の発行を検討とされる

その他の
国際的な
プロジェク
トの動向

• 主要国の大手銀行がG7通貨に連動するス
テーブルコインの発行を検討

• BIS主導で、主要中銀・大手銀行がトークン化された中
銀・民間銀行預金を用いてクロスボーダー決済を検証
（Project Agora）

• 主要国の大手銀行向けにトークン化預金を用いたクロス
ボーダー決済システムを提供（Partior）

ステーブルコインとトークン化預金の国際的な動向
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◼ ブロックチェーン技術は、①改ざんされにくい形で記録が残せる、②関係者が参照できる、③プ
ログラムによる自動的な処理（スマートコントラクト）との接続に親和性が高い、といった点に
特徴があり、この技術の活用分野として、トークン化預金やステーブルコインによる送金があげ
られる。

◼ この新たなサービスの提供により、決済手数料の削減や決済期間の短縮、24時間365日の連続稼
働の実現につながることが期待される（時差の異なる地域間のクロスボーダー決済の円滑化にも
繋がり得る。）。

◼ また、即時化される決済サービスとスマートコントラクトとを組み合わせることで、新たな
キャッシュ・アセットマネジメントサービスが生まれ、例えば、企業等において、回収サイトの
短縮による資金繰りの改善や事務負担・コストの低減につながる等の可能性が指摘されている
（現在、ブロックチェーン技術の活用・実験事例は、貿易・物流・建設・小売・自動車・証券・
地方金融の分野などで見られる。）

◼ こうした状況のなか、政府は、日銀・全銀協とともに、既存システムを含めた決済システム全体
の中で、オンチェーン金融の利点をどのように最大限活用していくべきか、AIや商流・物流にお
けるブロックチェーン技術の普及にも対応していく観点から、検討する必要。

◼ 他方で、こうした即時化、自動化される決済手段の急速な発展に関しては、それが顧客保護、
AML／CFT対応等の確保、金融システムの安定性、金融仲介機能や通貨戦略に及ぼす影響への対
応等について、規制、監督が十分かを必要に応じて検討するとともに、国際的議論にも貢献して
いく必要がある。

ブロックチェーン技術の活用可能性と課題意識
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